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１．はじめに 

 あと 4 ヶ月で東日本大震災が発生してから 5 年が

経過する（本稿執筆時は 2015 年 9 月）。当初から復

興支援らしきを続けてきた身からすれば、あっという

間の感がある。一方、仮暮らしを続けてきた被災者に

とっては、暗澹たる時間が続く、長く曲がりくねった

道のりだったに違いない。 

 今年 7 月、筆者の研究室他で実施した仙台市内の

プレハブ仮設住宅居住者を対象としたアンケート調

査注１）では、約 3 割の世帯が住まいの再建の見通しが

立っていないことが分かった。しかも彼らには、仮設

住宅の供与期限が原則今年度いっぱいというプレッ

シャーも伸し掛かっている。 

 そうした現実を眼前に、総括的なことを述べるのは

とても気の引けることではあるが、いま伝えることで

改善される何かがあればと思い、僭越ながら原稿をし

たためさせていただいた。 

 そこで本稿では、まず仮設住宅のハード面、及び制

度面の課題と評価を大まかに整理したうえで、筆者が

ソフト面を重視して仮設住宅で実践してきた復興コ

ミュニティ・デザインの取り組みを紹介し、それを通

して、仮設住宅支援のしかたについてポイントと感じ

たことをまとめてみたいと思う。 

 

２．仮設住宅のハードと制度の評価と課題 

 東日本大震災においては、新規に建設された、いわ

ゆる“プレハブ仮設”が 53,139 戸、既存の住宅を借

り上げて仮設住宅とする、いわゆる“みなし仮設”が

ピーク時には 68,597 戸供給された。 

 プレハブ仮設は、阪神・淡路大震災、新潟県中越地

震の際にも問題視された暑さ寒さ等への対策が十分

に実行されていなかったことから、マスコミの批判の

的となり、実際に筆者の耳にも入居者からの同様の声

が数多く届いた。その後、風除室、断熱壁などが追加

工事で設置されたことで事態は沈静化した。その一方

で、ハウスメーカーが建設したものや、地元工務店に

よる木造のものなどは、居住性もさることながら、そ

の見た目のよさも評判となった。さらに、福島等では

再利用を見込んで構法に工夫が凝らされたものも出

現した。これらは、仮設住宅の発展形として評価でき

るものではあるが、上記の課題をふまえれば、次の災

害時に備えて、より一層の技術革新が求められる。 

 みなし仮設は、今回始めて本格的に導入された制度

であるが、筆者らが実施したヒアリング調査１）では、

入居者の評価は軒並高かった。特に発災数日後から被

災者の受け入れが可能なその即時性が評価されてい

た。それでも、とりあえず手に入った住宅に入居する

というパターンがほとんどであったため、世帯規模に

対する間取りや広さのミスマッチも数多くみられた。

現時点では、みなし仮設間の住み替えは原則認められ

ていないが、原発避難者などの仮暮らしの長期化をふ

まえて、住み替えを認める等の措置も必要ではないか

と考える。 

 また、先に示した再建の見通しが立っていない約 3

割のなかで、復興公営住宅に入る資格がないことから、

転居先として民間賃貸住宅しかほぼ選択肢がない世

帯が一定割合いることが分かり、震災によって人口が

集中した仙台等では、空き家が少なくなっていること

から、住まいを探すこと自体が難しくなっている現状

が明らかとなった。特に単身高齢者は、孤独死のリス

ク等を忌避して、家主等から入居を断られるといった

ことも生じている。仮設住宅の出口支援として、その

受け皿の一つである民間賃貸住宅への居住支援も重

要な課題となっている。 



特集 災害復興における居住権，居住福祉  

 

 復興 (14 号) Vol.7 No.2  2016.02.11    

 

46 

 このように、仮設住宅のハードや制度にまつわる課

題は山積したままであり、今後の技術開発や制度改正

に多くの議論が必要となろう。これに対して、ソフト

を活用して、仮設住宅での居住を精神的にも豊かなも

のにしていく手法の開発も重要なテーマであると考

える。筆者のこれまでの活動はそうしたところに位置

づけられよう。 

 

３．復興コミュニティ・デザインとは 

 復興の一過程に位置づけられる仮設住宅の居住が

注目されたのは、孤独死が多発した阪神大震災のとき

であった。そのときから復興過程においては、コミュ

ニティの維持や形成が重要なテーマの一つとなった。

このような関心は日本だけのことではなく、2011年2

月に発生した地震で大きな被害を受けたクライスト

チャーチ（ニュージーランド）の復興過程では、良好

なコミュニティを形成するなかで一人ひとりが前向

きに取り組めるよう支援するプログラムが実施され

た２）。これに対して、東日本大震災での行政の対応

は、どちらかといえば孤独死防止を旨とする見守り支

援を導入しているところが多く、コミュニティ支援に

ついては、ボランティアに任せるようなところもみら

れている。 

 そのようななか、あすと長町仮設住宅（あすと仮設）

では、多様な地域からバラバラに入居した人々が寄せ

集まった状態から、居住者が自発的にコミュニティを

形成し、その先の復興公営住宅へコミュニティを継承

していく取り組みを展開してきた。さらに、その後も

共助型コミュニティの構築を目指し、活動を続けてい

る。筆者らはこれらの一連の取り組みをサポートして

きたが、この経験にはコミュニティ支援における多く

の示唆が含まれているように感じている。 

本稿では、復興過程において被災者一人ひとりが自

立にむけて、前向きに暮らしていけるよう、コミュニ

ティの維持や形成を支援していくことを「復興コミュ

ニティ・デザイン」と呼ぶことにし、あすと仮設での

内実を以下で示すことにする。 

表 1．あすと仮設の主な出来事と主な支援内容 

 主な出来事 筆者の主な支援内容 
3 東日本大震災発生  
4 １次入居 25 世帯    
5 ふれあいサロン,PSC 見守り開始 仮設カスタマイズ支援開始 
6 ２次入居開始 164 世帯に  軒先収納第一号完成・表札取付 
7 ３次入居開始 ほぼ 233 世帯に 第二号完成・シャワフック付替 
8 仮設住宅運営委員会設立 縁台・収納依頼急増 
9 市・運営委員会協議開始 縁台・収納制作 
10 仮設ブロック長会議開始 カスタマイズ秋祭り開催 
11 傷害事件発生 出張カスタマイズ（塩釜、大船

渡他） 12 傷害事件発生 
3 仮設住宅自治会へ改組 住まい勉強会①3/30 
4 殺人未遂事件発生 住まい勉強会②4/29 
5 仙台市居住意向調査実施 住まい勉強会③5/26 
6 コミュニティ構築考える会発足 住まい勉強会④6/23 
7  復興住宅 WS①7/21 
8 自治会夏祭り開催 復興住宅 WS②8/18 
9 市長へコミュニティ継承要望書提

出(署名 4 千名弱) 
復興住宅 WS③9/26、住まい意
向調査実施 

10 市・自治会・PSC 協議開始 復興住宅 WS④10/28 
11  シンポジウムパネル展示会⑤ 
12 復興住宅計画コンソーシアム結成 復興住宅 WS⑤12/22 

1 お試しコモンミール 12/22,1/27 住宅見学 1/10-13、復興住宅 WS
⑥1/27 

2 復興住宅計画提案書提出(2/15) 復興住宅 WS⑦2/23 
3 提案不採択通知が届く  
4 市へ公文書公開請求 落選報告会 4/3,5 
8 自治会夏祭り開催  
2  共助型まちづくり WS①2/2 
4  共助型まちづくり WS②4/12 
6  共助型まちづくり WS③6/7 
8 自治会夏祭り開催  
10 80 世帯あすと復興公営入居決定 共助型まちづくり WS④10/19 
11   
12  共助型まちづくり WS⑤12/13 
2  共助型まちづくり WS⑥2/18 
3 自治会解散(3/11) 共助型まちづくり WS⑦3/1 
4 卒居式(4/4) 卒居式運営、まち歩き WS4/18 
5 約 90 世帯復興公営へ引っ越し  
7 各第１〜３復興公営交流会開催 仮設居住実態調査実施 
8  支援団体交流会 8/8、カスタマ

イズ再始動 
9 仮設住宅同窓会開催予定(9/26)  
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図 1．あすと長町仮設位置図(上左)、全景写真(上右)、 
   配置図(下左)、周辺図(下右) 

入居開始：2011.4.30 
全 233 戸(入居 175 世帯/2013.10.1) 
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４．バラバラからコミュニティ形成 

 仙台市内最大233戸のあすと仮設は、市内で最初

(2011年4月30日)に入居が開始された。しかし、沿岸

部から離れていたこと、10世帯以上でのグループ入居

が原則とされたこと等から、一次募集時には3グルー

プ25世帯しか入居しない不人気な仮設住宅だった。そ

の後、条件が緩和され、個別に多くの高齢世帯等が入

居し、8月に概ね満室となった。その結果、見知らぬ

者同士が寄せ集まった仮設住宅となり高齢者等の孤

立が懸念されるに至った。 

 そのようななか、外部から支援活動が入り、コミュ

ニケーションの場をつくり出す等して、次第に顔見知

りが増えていく様子が伺えた。一方で、入居当初から

ゴミ出し、駐車等でトラブルが頻発し、その解消を目

指し、また環境改善の行政交渉のため、2011年8月に

グループ入居世帯が中心となって自治組織が立ち上 

げられた。会員数がまだ75世帯であったことから自治

会とはせず「運営委員会」とした。その後は、クラブ

活動のような小さなグループをいくつもつくってい

き、それをつなぎ合わせることでコミュニティづくり

を行っていった。それがうまく作用し、楽しみながら

支え合う関係が自然と形成され、会員数が200世帯近

くにのぼったことで、2012年3月11日に正式な自治会

へと改組した。 

 ちなみに、筆者は、2011 年 5 月から居住者の要望

をうけて軒先や室内に収納を制作等して、ささやかな 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がら住環境改善（仮設カスタマイズ）支援を始めた。

軒先で収納や縁台づくりを行うトンテンカンの音に

つられて近所の人たちが集まってきたり、作業に率先

して参加する居住者も出てきたりし、自然なかたちで

コミュニケーションの場ができあがっていった。振り

返れば、そうした取り組みが、初動期のコミュニティ

形成にはそれなりに効果的だったように思える。また、

日常的に活動を展開していったことで、居住者にとっ

て気軽に声掛けできる存在となり、信頼を得ていくこ

とにもつながった。 

 

５．復興公営へのコミュニティ継承へ 

 自治会役員を中心とした献身的な取り組み、充実し

た外部からの支援が続き、1年もすると単身高齢者等

からは「このままここで暮らしたい」と声があがるよ

うになっていった。その頃、第一期の復興公営住宅計

画に伴う入居意向調査が実施されたが、「どこを選べ

ばいいのか分からない」という相談が自治会役員にい

くつも寄せられた。それらをきっかけに、仮設住宅で

育まれたコミュニティを継承し、高齢者が安心して暮

らせる復興公営住宅の計画を提案していくことにな

り、筆者らが全面的に支援していくことになった。ま

た、この取り組みに賛同する居住者約80世帯によって、

「コミュニティ構築を考える会（考える会）」が自治

会下部組織として設立された(2012年6月)。 

 約 1年間、勉強会、公開ワークショップを 12回開

催し、毎回 30名以上の居住者が議論しながら計画案 

写真 1．(左)軒先収納制作風景・（右）屋台でのカフェ 

図 2．あすと仮設のクラブ活動 

（出典：復興地域かわら版みらいん第２号） 
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を練っていった。東京や神戸へ出向いてコレクティブ

ハウスを視察し、コモンミール（当番制で食事をつく

りあうこと）なども実施した。 

 こうしたプロセスを経て計画提案をまとめた。その

特徴の一つは、仮設の敷地内の空きスペースに 108

戸の集合住宅を建て、そこに入居する人と仮設にしば

らく残る人が一体のコミュニティとして自治運営を

継続できるよう配慮した点である。住棟はペットと共

棲できるよう、飼育の有無で 2つに分けた。もう一つ

は、向こう三軒両隣の括りを基調に各フロア 6戸、住

戸は玄関側に大きく開いたリビングアクセス型とし

た。加えて、コモンミールやコミュニティ・カフェの

できる集会所を 1階エレベータ脇に設け、高齢者等の

安心居場所となるよう配慮した(図 3)。 

 この提案は、仙台市が実施した復興公営住宅建設に

伴う公募買取事業に応募することで実現へ一歩を踏

み出した。そのために、建設会社、設計事務所等に協

力してもらいコンソーシアムも結成した。さらに、仙

台市では復興公営住宅の入居にあたっては、コミュニ

ティ単位で応募することで優先的に入居できる制度

を導入しているため、それも活用することにした。 

 しかし結果は不採択。失望した居住者たちも少なく

なかった。それでも居住者たちは、コミュニティの継

承に向けた検討を続けることにし、結果的に、あすと

仮設の近傍に建設されることになった 3つの復興公

営住宅に約 80世帯が入居できることになった。 

 

６．共助型まちづくりの展開 

3つの復興公営住宅への転居は2015年4月〜6月に実

施されたが、それに先駆けて、仮設でのつながりをこ

れからも大事にしようという趣旨で、卒業式ならぬ

「卒居式」を開催した（4月4日）。仮設から転居する

人、仮設でしばらく残る人を、それぞれ卒業生、在校

生とみたてて、卒業証書代わりに自治会が毎月制作し

てきた壁新聞の縮刷版を授与してみたり、前自治会長

が答辞を読んでみたり、笑いあり涙ありの盛会となっ

た。来賓として10グループ以上の支援団体や行政の担

当職員が出席した。 

その後も「考える会」が中心となって、2ヶ月に1

回のペースでワークショップやコモンミールを開催

し、3つの復興公営住宅でのコミュニティと自治組織

の形成、あすと仮設に残された人たちへのサポートの

あり方等を検討し、具体的には新たな入居者のための

ウェルカムマップの制作、棚づくりやカフェをとおし

た交流会等が動き出している。 

 新たな入居者へのウェルカムマップには、閉じこも

写真 2．これからの暮らしのあり
方を検討(上)、間取りの計画に
ついて意見交換(下) 

 
 

 

図 3．計画提案
図面（上）配置
図、（下）フロア
半分の平面図 

図 4．復興公営住宅へのコミ
ュニティ入居決定を伝える
記事(2014.10.5) 
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り防止のため、まち歩きして探し出したお散歩コース

やおススメスポット等の他、土地勘がなく買い物にも

不自由した仮設入居当初を思い出しながら生活利便

施設もプロットしたもので、主に、フード(food)と風

土を紹介しているので「フゥードマップ」と名付ける

ことになった（図 6）。マップ制作にあたっては、仮

設で支援を実施してきた6団体が関わりアート系NPO

がイラスト等を担当した。マップづくりは今後エリア

を移して制作を予定している。 

また、近隣の連合町内会、社会福祉協議会と行政と

で復興公営住宅での見守り体制を検討しているが、

「考える会」はそれらとも連携することになった。 

 今後は、3つの復興公営住宅と仮設住宅の4拠点で、

効率よくかつ効果的に支援を実施しながら、あすと長

町地区全体の共助型まちづくりへと展開することを

目指して、各支援団体と協議を続けているところであ

る。 

 

７．仮設住宅での支援のしかた 

あすと仮設の一連の取り組みは現在進行中である

が、これまでの実践をふまえて復興コミュニティ・

デザインの視点から仮設住宅支援のしかたについて

得られた知見をまとめると以下のようになる。 

① 仮設住宅の自治組織には、居住者間のトラブル

を防ぐための住環境管理、高齢者等の孤立を防

ぐためのコミュニティ支援の2つの機能が必要

となるが、あすと仮設のようにゼロからスター

トする場合は、それらを同時並行で、かつ漸進

的に組織化していくことが重要であり、それら

をふまえた支援の展開が求められる。 

② 仮設居住の期間は、居住者が自立への意欲を回

復する過程でもあるが、自発的な環境改善を促

す仮設カスタマイズ支援は、その一助となり得

ることが分かった。また、あすと仮設では、そ

う 

  

図 7．現在の活動を報じる新聞記事（読売新聞全国版 2015.6.11） 

図 5．卒居式の様子を伝える毎日新聞(2015.4.5) 

写真 3． 
(上)マップづくり WS(2014.12.13) 
(右)復興公営住宅での棚づくり WS(2015.7.21) 

図 6．フゥードマップ太子堂界隈版（地図面） 
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 した支援を経たことで、住民主体の復興公営住

宅の提案へとスムーズに移行することができた

と考えられる。また軒先での棚づくり等の作業

は、居住者同士のコミュニケーションを促進す

るのに有効だった。 

③ 住民主体の復興公営住宅の提案づくりは、計画

自体は実現しなかったものの、その検討プロセ

スを通して、共助の担い手を醸成させ、復興公

営住宅への入居を起点として、新たなコミュニ

ティ形成とまちづくり活動を展開していこうと

いう機運を生み出している。 

④ 仮設住宅では、NPO等による福祉やアート等の多

様な支援が展開されてきたが、それらが相互に

連携する場面はそれほど多くはなかった。復興

公営住宅への移行をきっかけに、10団体以上が

連携および協力し合うことになったが、その連

携のコーディネート役として、大学という立場

が大いに期待されていることが分かった。一方、

NPO等の支援団体と社会福祉協議会、行政との関

係構築が今後の課題である。 

⑤ あすと仮設では、グループでの仮設住宅への優

先入居が、コミュニティや自治の形成にとって

効果的であった。また、復興公営住宅へのコミ

ュニティでの優先入居は、仮設居住者に安心感

と希望をもたらすことにもなった。これらは行

政が実行する施策になるが、復興コミュニテ

ィ・デザインの視点から条件設定等さらに検討

が必要であると思われる。 

  

８．おわりに 

最後に、あすと仮設の魅力をお伝えして終わりにし

たい。あすと仮設コミュニティのコアメンバーである

自治会役員たちのオープンマインドな人間性である。

「余計なことはやらないほうがいい」、現代社会に充

満しているそんな空気と違って、「来るものは拒まず。

もらえるものはもらって、やれることはやろう。トラ

ブルが起きたらあとでフォローすればいい」、当初か

らそういう気概が感じられた。 

 また彼らは、お年寄りにとても人気があるのだ。何

か心配事があれば、気軽に相談にのってくれるし、い

つも見守ってくれているような優しい眼差しをして

いる。だからこそ、居住者自らで安心して暮らせる復

興公営住宅を提案しようと始めたとき、すぐに 50世

帯以上が賛同した。そういうある種のカリスマ性のあ

るキーマンが数人いたというのは、復興においてはや

はり大きなインセンティブになるのである。こうした

恵まれた環境を活かして、復興コミュニティ・デザイ

ンをさらに豊かなものにしていきたい。 

 
補注 

1)本調査結果は下記の新聞記事として掲載されている。今後

は卒業論文、学会論文としてまとめる予定である。 

朝日新聞（2015.9.1） 

http://www.asahi.com/articles/ASH8C4WK4H8CUNHB00P.ht

ml 

読売新聞（2015.8.13）

http://www.yomiuri.co.jp/local/miyagi/feature/CO0041

08/20150813-OYTAT50063.html 

河北新報（2015.8.9） 

http://www.kahoku.co.jp/tohokunews/201508/20150809_1

3042.html 
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